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問題
　学校における学習をテーマにした教育心理学的研究はたくさんある。
その中でも、学習に対する目標や学習方略についての研究が現在主流に
なっている（例えば、Pintrich，2000）。本論では学習方略、とくにその
中でも援助要請行動という方略について検討することにする。この学習
方略がどのような特徴をもっているのかを吟味するために、他の学習方
略や学習目標との関連から議論を進めていきたいと思う。
　はじめに学習方略の研究について概観していくことにする。
　学習方略とは、学習効果を高めることを目指して意図的に行う心的操
作あるいは活動である（辰野、1997）。人々が用いる学習方略には様々
なものがあると考えられるが、それらは個々ばらばらに存在するのでは
なく、あるカテゴリーに分類できると思われる。そのカテゴリーを精査
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することにより、どのような学習方略が有効性を持っているかなどの考
察が容易になる。そこで、学習方略を分類する研究が多くなされてきた。
その中でも代表的なものにZimmerman＆Martinez－Pons（1986）によ
る自己制御学習方略（self－regulated　learning　strategies）がある。そこ
ではおおまかに3つの分類がなされている。1つ目は個人的規則という
カテゴリーで、学習材料を記憶する際に用いられる方略である「体制
化と変換」「リハーサルと記憶」などが含まれている。2つ目は行動的
機能で、自分の行動を評価し、どこまで学習をすればいいのかを設定
するような「自己評価」「自己完結」などが含まれている。3つ目は学
習環境を操作するような直接的学習環境というカテゴリーで、「情報を
求める」「記録をとる」「社会的援助を求める」などの方略が含まれて
いる。このような3つのカテゴリーに合計で14個の方略を想定し、こ
れらの学習方略が学業成績と高い相関関係があった。また、Pintrich＆
De　Groot（1990）による学習方略の分類では、体制化、リハーサル、精
緻化などを行う「認知的方略」と、理解のモニタリング、目標設定、プ
ランニング、努力マネジメントなどを行う「メタ認知的方略」となって
いる。「認知的方略」は学習材料などを直接的に操作する方略で、主に
記憶方略と考えてもよい。「メタ認知的方略」は「認知的方略」とは異
なり、学習すること自体をどのように行うかという要素が大きくなっ
ている。両方略とも成績と正の関係があったが、「メタ認知的方略」の
方がその関連は強かった。佐藤・新井（1998）はPintrich＆De　Groot
（1990）の研究を日本の小学生と中学生に対して追試し、その結果、
Pintrich＆De　Groot（1990）の言う「メタ認知的方略」が、学習のす
すめ方を自己の状態に合わせて柔軟に変更することによって学習を促進
する「柔軟的方略」、学習計画を立ててから学習に取り組むことによっ
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て学習を促進する「プランニング方略」の2因子となった。一方、「認
知的方略」は、作業を中心として学習を進める「作業方略」、対人関係
を中心として学習を進める「人的リソース方略」、個人内の認知的な活
動によって学習を促進させる「認知的方略」の3因子となり、まとめて
「認知・リソース方略」と名づけた。
　さて、このような学習方略の中でも特異な存在として、Zimmerman
＆Martinez－Pons（1986）の「社会的援助を求める」や佐藤・新井
（1998）の「人的リソース方略」のような他者に援助を求めるという援
助要請方略がある。他の方略は学習者1人で行うことができる方略であ
るが、援助要請は学習者以外の他者がそこに関与していなければならな
い。つまり、他者の存在なくしては成立することのできない方略なので
ある。Newman（1994）によると、伝統的な援助要請研究は依存対独立
という次元から研究されてきた。つまり、援助要請する人は成熟してお
らず、他者依存的な人であり、援助要請しない人は成熟的で、自律的な
人だと考えられてきた。しかし、近年、必要な援助を確保し、学習過程
を続けるために他者を資源として利用することは適応的だと考えられる
ようになってきた（McCaslin＆Good，1996）。このように、援助要請は
有効な学習方略と考えられるようになってきたのだが、そこには異なる
2つの側面があるとも考えられた（Newman，1994）。ひとつは、非適応
的な援助要請行動である援助要請回避行動である。これは、助けが必要
な時でも助けを求めず、問題をとばしたり、答えを写してしまったりす
るなど、課題への関与をやめる、または避ける意図的な行動である。こ
れは自ら考えることを放棄するような他者依存的行動であり、課題を途
中でやめてしまうような回避的な方略でもある。もうひとつは、適応的
な援助要請行動であり、問題解決のヒント、似た問題の例、問題の明確
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化などを生徒が他者に要請することである。これは自らの学習を促進す
るために他者を利用する、自立的な方略と考えられる。
　それでは、どのような生徒が適応的な援助要請または非適応的な援助
要請を行うのであろうか。この疑問は学習に対する目標、つまり学習目
標との関連という観点で明らかにされてきている。
　まず、学習目標にはどのようなものがあるのか概観してみる。Dweck
（1986）は、2つの学習目標を想定した。ひとつはコンピテンスを増大
させたり、新しいことを理解したり、修得することを目指す「ラーニン
グ目標」で、もうひとつはコンピテンスに対する好意的評価を得る、ま
たは否定的評価を避けることを目指す「パフォーマンス目標」である。
この2つの学習目標の明確な相違点として、現在の能力に自信のある生
徒は、目標によらずに挑戦的な課題を好み、困難な課題に対して耐性が
あるが、パフォーマンス目標を持つ生徒で、現在の能力に自信がない生
徒は挑戦を避け、困難な課題に対する耐性がないという特徴をあげてい
る。また、Ames＆Archer（1987）は、　Dweck（1986）による学習目標
の概念をさらに発展させ、「マスタリー目標」と、「パフォーマンス目
標」を提唱した。マスタリー目標は、新しい技術を発展させ、習得感を
得ることに焦点を当て、学習自体が望ましいものであり、努力に依存す
るものであるとみなすものである。パフォーマンス目標は、能力は成功
の証しであり、他者より優れることであり、わずかな努力で成功するこ
とであるとみなすものである。Ames＆Archer（1988）はこの2つの学
習目標を学級風土という観点から研究を行った。学級の雰囲気がマスタ
リー目標を強調していると認知した生徒は、より効果的な学習方略を使
用し、挑戦的な課題を好み、学級に対してより積極的な態度をとってい
た。一方、パフォーマンス目標を強調していると認知した生徒は、自分
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の能力を消極的に評価し、失敗を能力不足に帰属させていた。このよう
に、マスタリー目標は適応的な学習態度を促進させることが理解された。
　しかし、マスタリー目標の適応的な性格は一貫して実証されてきた
が、パフォーマンス目標に関しては、一貫した結果が得られていない。
肯定的自己概念や態度、努力などの適応的なものと正の関連があるとい
う研究もあれば、負の関連があるというものもある（例えば、Midgley，
Kaplan＆Middleton，2001）。このような非一貫的な結果は、これまで
行われてきた動機づけ研究の、接近要素と、回避要素の混同が原因では
ないかと考えられた（Elliot＆Harackiewics，1996）。そこで、パフォー
マンス目標が、パフォーマンス接近目標とパフォーマンス回避目標に分
けて考えられるようになった。パフォーマンス接近目標はコンピテンス
に対する好ましい評価の獲得を志向し、パフォーマンス回避目標はコン
ピテンスに対する好ましくない評価を回避することを志向するものであ
る。Elliot＆Church（1997）では、パフォーマンス接近目標は達成欲求、
失敗恐怖、高いコンピテンス期待と関連し、パフォーマンス回避目標
は失敗恐怖、低いコンピテンス期待と関連するという結果が得られた。
従って、パフォーマンス目標の一貫しない結果は、接近一回避の混同が
原因ということが認められた。
　さて、学習目標と援助要請との関連だが、Butler＆Neuman（1995）
の実験的研究によると、生徒に課題志向（マスタリー目標的）または自
我志向（パフォーマンス目標的）を教示したところ、課題志向条件の生
徒は多くの援助要請をしていた。もちろん援助要請をしなかった生徒も
いたが、彼らはその理由を一人で課題を習得したかったからと説明し
た。一方、自我志向条件の生徒は援助回避を「できないことを隠す」と
いう観点で説明した。つまりパフォーマンス目標のようなものは、成績
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自体に焦点を当てるので、自分ができない、わからないということを他
者に知られることを避ける傾向があったということだ。つまり他者に援
助を求めるという行動は自分の無能力を示すことにつながるので、それ
を他者に知られたくないという理由で援助要請を行わなかったのであ
る。Ryan，　Gheen，＆Midgley（1998）では、自己改善的（マスタリー
目標的）な学級雰囲気は援助回避と負の関連があり、能力を強調する学
級雰囲気（パフォーマンス目標的）は援助回避と正の関連があった。ま
た、Middleton＆Midgley（1997）ではパフォーマンス回避目標は援助
要請回避の正の予測因となった。これらの3つの研究の結果はおおむね
一致しており、マスタリー目標は援助要請を他者という資源の有効活用
と認知させ、パフォーマンス目標は援助要請を自らの能力のなさを示す
ことと認知させるのではないかと考えられる。
　また、Ryan＆Pintrich（1997）は学習目標と援助要請行動の直接的
関係だけではなく、その間に援助要請にたいする態度を媒介させた。そ
の態度とは、援助要請行動によって得られる利益の信念と、友人や教師
におろかにみられる脅威の信念であった。その結果、課題目標は利益
と正の関係があり、さらに利益は適応的援助要請と正の関係、援助要
請回避と負の関係があった。また課題目標は教師からの脅威と負の関
係があり、それは援助要請回避と正の関係があった。外的目標（他者か
らの承認を求めるような目標）は教師からの脅威と正の関係があり、そ
れは援助要請回避と正の関係があった。相対的能力目標（パフォーマ
ンス目標）は教師からの脅威と友人からの脅威に正の関係があり、それ
ぞれが援助要請回避と正の関係があった。能力目標は予想では適応的
援助要請と負の関連があると考えられたが、適応的援助要請とは関連
がなかった。この結果は、パフォーマンス目標の接近要素と回避要素を
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分離していないからではないだろうか。そこで、本研究の目的として、
Middleton＆Midgley（1997）では態度を媒介させずに目標と援助要請
行動の直接的関係を見ていたが、Ryan＆Pintrich（1997）を参考として、
マスタリー目標、パフォーマンス接近目標、パフォーマンス回避目標と
援助要請の態度と行動の関係を調査してみることにする。
　なお、本研究では、Ryan＆Pintrich（1997）、Middleton＆Midgley
（lgg7）と同様に、数学という科目に限定して、目標や援助要請につい
て生徒に解答してもらう。
　本研究の目的をまとめると、援助要請行動には適応的援助要請と援助
要請回避の2つがあると仮定し、この2つの相違を他の学習方略との相
関から検討する。次に、学習目標にはマスタリー目標、パフォーマンス
接近目標、パフォーマンス回避目標を想定し、学習目標→援助要請に対
する態度→援助要請行動というモデルを検証する。本研究で検討するモ
デルにより、援助要請行動を規定する要因がこれまでよりも明確となる
と考えられる。
　次に本研究の仮説をまとめる。マスタリー目標はそれ自体で学習に対
して適応的な目標と考えられるので、援助要請から得られる利益、適応
的援助要請行動と正の関連があり、コストや援助要請回避とは負の関連
がある。つまり、パフォーマンス接近目標が高い生徒は成績をあげるた
めに他者を利用しているかもしれないので、適応的援助要請とは正の関
連があるかもしれない。パフォーマンス回避目標に関しては、それ自体
が回避的な負の目標であるので、コストを認知し、回避的行動をとるだ
ろう。
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方法
調査対象者
　都内公立高校1年生、5クラス、190名（男子100名、女子90名）
が調査に参加した。
調査内容
　全ての質問項目を数学の学習場面に限定し、「全く当てはまらない」
～「非常に当てはまる」までの5件法で回答させた。
（1）達成目標
　①マスタリー目標Elliot＆Church（1997）のマスタリー目標尺度を
　　日本語訳したもの。コンピテンスを発達させ、課題習得を志向する
　　目標。課題価値を評価する項目と類似した項目を除外した5項目。
　②パフォーマンス接近目標　Elliot＆Church（1997）のパフォーマ
　　ンス接近目標尺度を日本語訳したもの。コンピテンスに対する好ま
　　しい評価の獲得の志向を測定する6項目。
　③パフォーマンス回避目標　Elliot＆Church（1997）のパフォーマ
　　ンス回避目標尺度を日本語訳したもの。コンピテンスに対する評価
　　を回避することを志向する項目で、援助要請回避行動尺度と類似し
　　た1項目を除外した5項目。
（2）援助要請行動に対する態度
　①利益　援助要請することによって、それが自分のためになるかを測
　　定する尺度。Ryan＆Pintrich（1997）を参考に作成した計3項目。
　②コスト　援助要請することによって、友人や教師に自分が「おろ
　　か」に見られるという脅威を測定する項目や、援助要請にどれく
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　　らいコストがかかるかを測定する尺度。Ryan＆Pintrich（1997）、
　　Newman（1990）より10項目。
（3）援助要請行動
①適応的援助要請行動　Ryan＆Pintrich（1997）、　Newman（1990）
　　を参考にして作成した4項目。
②援助要請回避i行動Ryan＆Pintrich（1997）、　Middleton＆Midgley
　　（1997）より4項目。
（4）学習方略
①柔軟的方略　佐藤・新井（1998）より5項目。学習のすすめ方を
　　自己の状態に合わせて柔軟に変更する方略。
②プランニング方略　佐藤・新井（1998）より3項目。学習計画を
　　立ててから学習に取り組む方略。
③認知的方略　佐藤・新井（1998）より5項目。個人内の認知的な
　　活動によって学習を促進させる方略。
④作業方略　佐藤・新井（1998）より4項目。作業を中心として学
　　習を進める方略。
手続き
　調査は現代社会科担当教諭によって、クラスごとに現代社会の授業中
に集団で実施された。
結果
　最初に、達成目標（マスタリー目標、パフォーマンス接近目標、パ
フォーマンス回避目標）、援助要請行動に対する態度（利益、コスト）
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援助要請行動（適応的援助要請行動、援助要請回避行動）、学習方略
（作業方略、認知的方略、柔軟的方略、プランニング方略）の各変数の
内的整合性を確認するためにα係数を算出した。各変数の項目の中で、
項目一全体相関の低い項目を削除してα係数が高くなるようにした。
具体的には、パフォーマンス回避目標は2項目を削除して3項目に、適
応的援助要請は1項目を削除して3項目に、援助要請回避は1項目を
削除して3項目にし、その他の変数においてはすべての項目についてα
係数を求めた。α係数の範囲は53から．87で、やや低いものも見受け
られるが、項目数の少なさも関与していると考えられるので、そのまま
それぞれの変数の項目の合計点を後の分析に用いることにした。なお、
各変数のα係数をそれぞれの項目の合計の平均値と標準偏差、得点の
とりうる範囲と合わせて、表1に示した。
表1各変数の平均値、標準偏差、範囲及びα係数
マスタリー　mバ7t一マンスtrm：a’リォーマンxm”eG　　利益 コスト　Pt応的援助要ifi行動
Mean
SD
範囲
α係数
17．17
4．59
5－25
．80
17．13
6．03
6－30
．87
10．19
2．89
3－15
64
9ア0
2．71
3－15
．67
22．00
6，30
10－50
．75
11，51
2．89
3－15
．85
援助要請回避行動　作　方略　　認知的 柔軟的方略プラン＝ング方略
Mean
SD
範囲
α係数
770
2．69
3－15
．53
12．13
3，55
4－20
．59
16．59
3．56
5－25
，60
14．95
372
5－25
．57
7，56
3．10
3－15
，78
　つぎに、達成目標、援助要請に対する態度、援助要請行動の各変数間
の相関係数を表2に、援助要請方略とその他の学習方略との相関係数を
表3に示した。
　最後に、達成目標→援助要請に対する態度→援助要請行動というモ
デルを検証するためにパス解析を実施した。最初に、独立変数を達成目
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表2達成目標、援助要請に対する態度、援助要請行動間の相関係数
　　　　　　　　　　1　　2　　3　　4　　5　　6
1マスタリー目標
2パフt一マンス接近目標　．41＊＊
3パフ才一マンス回避目標　　．17＊　．41＊＊
4利益　　　　　　．36＊＊．18＊．23＊＊
5コスト　　　　　　ー．Ol．26＊＊，25＊＊一．18＊
6適応的援助要請行動　．14　－．03　．16＊　．44＊＊一．27＊＊
7援助要請回避行動t36＊＊一，03　，07－，36＊＊．42＊＊「52＊＊
＊＊pく．Ol　＊p〈．05
表3援助要請行動とその他の学習方略間の相関係数
　　　　　作業 認知・　略柔　　・　　プランニノグ方略
”い的援助要請行動　　．21＊＊　　　」7＊　　　、21＊＊
援助要請回避行動　　　一31＊＊　　一．28＊＊　　一．26＊＊
＊＊p〈．01＊p〈．05
4
T
4
．
0
0
，
　
一
標（マスタリー目標、パフォーマンス接近目標、パフォーマンス回避
目標）、従属変数を援助要請に対する利益とし、重回帰分析をおこなっ
た（R2＝．16（F（3，180）＝ll．45，p＜．Ol））。有意なベータ係数が得られた
ものは、マスタリー目標（βニ．35，p＜．Ol）、パフォーマンス回避目標
（β＝．19，p＜．05）であった。次に独立変数を達成目標、従属変数を援助
要請に対するコストとすると（R2＝．n（F（3，178）＝7．40，　p＜．Ol））、パ
フォーマンス接近目標で有意なベータ係数が得られた（βニ．27，p＜．05）。
次に独立変数を達成目標、援助要請に対する態度（利益、コスト）と
し、独立変数を適応的援助要請行動とした（R！＝．25（F（5，175）ニ11．83，
pく．OI））。利益（β＝．39，　p＜．Ol）、コスト（β＝一．22，　p＜．05）で有意な
ベータ係数が得られた。最後に独立変数はそのままで、従属変数を援
助要請回避にした（R1＝．32（F（5，175）＝16．42，　pぐOl））。マスタリー
目標（β＝一．27，p＜．Ol）、利益（βニー．20，p＜．05）、コスト（β＝．37，
p＜．Ol）で有意なベータ係数が得られた。以上の結果をまとめて、図1
のパス図にまとめた。
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　　　　　　　　　　　　　　－．27
マスタリーe°「
齬?v＿＿＿＿適応㈱。。行動
パフt一マンス接近目標
パフォーマンス回避目
全てのパスはpくOl
　図1達成目標→態度→行動のパス図
考察
　援助要請行動である適応的援助要請行動と援助要請回避行動がまっ
たく異なる方略であることを確認するために、他の学習方略（作業方
略、認知的方略、柔軟的方略、プランニング方略）との相関係数を求め
た。その結果は、表3に示した通りだが、適応的援助要請行動は作業方
略、認知的方略及び柔軟的方略と有意な正の相関があった。佐藤・新井
（1998）では、これらの学習方略は、成功場面では努力帰属と正の相関、
運帰属とは負の相関、また、課題の困難さとは無相関であった。つまり、
これらの学習方略は学習場面においては適応的な学習方略であると考え
られるわけで、その適応的な学習方略と、適応的援助要請行動が正の相
関があったことは、まさにその名の通り、適応的援助要請行動は適応的
な学習方略と考えてもいいだろう。一方、援助要請回避行動は、プラン
ニング方略以外の他の学習方略と有意な負の相関があった。ここから、
援助要請回避行動は非適応的な学習方略であると考えられる。従って、
適応的援助要請行動と援助要請回避行動はまったく異なる概念であるこ
とが確認された。
　次に目標問の相関係数を見ると、マスタリー目標とパフォーマン
ス接近目標の間に高い正の相関（r＝．41，pく．01）、マスタリー目標と
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パフォーマンス接近目標の間にやや弱い正の相関（r＝．17，p＜．05）、パ
フォーマンス接近目標とパフォーマンス回避目標の間に強い正の相関
（r＝．41，pく．Ol）があった。つまり3つの達成目標の間に全て正の相関が
あったのである。パフォーマンス目標を接近要素と回避要素に分割した
初期の研究であるElliot＆Church（1997）では、マスタリー目標とパ
フォーマンス接近目標、パフォーマンス接近目標とパフォーマンス回避
目標の間に正の相関があったが、マスタリー目標とパフォーマンス回避
目標の間には相関はなかった。また、Middleton＆Midgley（1997）で
はパフォーマンス接近目標とパフォーマンス回避目標の間に正の相関
があったが、マスタリー目標とパフォーマンス接近目標、マスタリー目
標とパフォーマンス回避目標の間には相関がなかった。このように先行
研究でも目標間の相関には一致したものがないのであるが、理論的には
パフォーマンス接近目標は自分の能力を高め、他者に有能さを示すこと
を志向するので、マスタリー目標と正の関連をもつこともあると考えら
れ、本研究のマスタリー目標とパフォーマンス回避目標との正の相関は
理解することができる。しかし、これまで適応的な目標と考えられてき
たマスタリー目標と、非適応的な目標と考えられてきたパフォーマンス
回避目標が正の相関を持つということを予想することができなかった。
できないことを他者に示したくないパフォーマンス回避目標は、内容そ
のものに興味を持ち、新しいことを学ぼうとするマスタリー目標と相反
するものであるが、ここで正の相関が得られたのは、従来の理論からは
説明することはできない。この相関が存在することによって、パス解析
において先行研究と一致しない部分が出てきてしまったことの説明をつ
けることができるだろう。
　パス解析の結果は図1にまとめた。最初にマスタリー目標から出てい
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るパスについて考えてみる。仮説では利益、適応的援助要請行動と正の
関連があり、コスト、援助要請回避行動と負の関連があるだろうと予測
したが、利益に対して正のパスが出て、さらにそこから適応的援助要請
行動に正のパスが、援助要請回避行動に負のパスが出ていた。加えて、
マスタリー目標から援助要請回避行動に直接的な負のパスが出ていた。
つまり、マスタリー目標は利益を媒介して適応的援助要請行動を予測し
たが、援助要請回避行動は直接的に予測した。これはRyan＆Pintrich
（1997）、Middleton＆Midgley（1997）、　Ryan，Hicks＆Midgley（1997）
などの結果とほぼ一致するものであり、マスタリー目標のもつ適応的な
性格が再確認されたと言えよう。
　パフォーマンス接近目標からのパスでは、まず、コストに対して正の
パスが出ていた。さらにそこから適応的援助要請行動に対して負のパス
が、援助要請回避行動に対して正のパスが出ていた。つまり、パフォー
マンス接近目標はコストを媒介して適応的援助要請行動の負の予測因
に、援助要請回避行動の正の予測因となった。Ryan＆Pintrich（1997）
では相対的能力目標は先生や友人に対してのコストを媒介して回避行
動を予測したが、適応的援助要請行動は予測していなかった。また、
Middleton＆Midgley（1997）では、パフォーマンス接近目標は援助要
請回避行動と無関連であるという結果ではあったが、本研究の結果で
は、パフォーマンス接近目標はこれまでの先行研究の結果以上に負の要
素を含んでいるということがわかった。他者より優れたいという目標を
持つ人は、成績をあげるために他者を利用しようとするのではなく、援
助要請することは他者に自らの無能さをさらけ出すことと考え、結果的
に自分ひとりの力ではどうにもできないときにも助けを求めずに、その
ままにしてしまうことになってしまうようだ。
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　＝方、パフォーマンス回避目標からのパスでは、利益に対して正のパ
スがあり、そこから適応的援助要請行動に正のパスが、回避的援助要請
行動に負のパスが出ていた。つまり、パフォーマンス回避目標は、利益
を媒介して適応的援助要請行動の正の予測因となり、援助要請回避行動
の負の予測因となった。Middleton＆Midgley（1997）では、パフォー
マンス回避目標は援助要請回避行動に対して正の予測因となったが、本
研究ではそれとはまったく逆の結果となった。仮説においても、コスト
を認知し、回避的行動をとると考えていたのだが、その仮説とも逆の結
果となってしまった。表2の相関係数行列を見てみると、利益と適応的
援助要請行動と正の相関があり、理論的には負の要素を持つはずである
パフォーマンス回避目標が、単相関だけみても、適応的な性格を持って
いることがわかる。考えられる点としては、パフォーマンス回避目標を
持つ生徒はそもそも勉強をやること自体を回避するかもしれないので、
他者に援助を求める行為を安易に行っていたのかもしれない。この点に
関してはインタビューなどの別の手段で今後確認していく必要がありそ
うだ。しかしこのような適応的な性格が出てきたのは本研究においての
みなので、この結果をそのまま鵜呑みにすることはできない。例えば、
日本の生徒とアメリカの生徒の違いではないのかということも考えられ
るが、田中・山内（2000）でも、マスタリー目標とパフォーマンス接
近目標は課題に対する内発的興味と成績への正の予測因となったが、パ
フォーマンス回避目標は両者に対して負の予測因となっていた。従っ
て、日米の差ということも考えられない。むしろ、今回の結果が特異な
もので、これまでの研究結果に信頼をおくほうがいいだろう。しかも、
パフォーマンス接近目標とパフォーマンス回避目標の差異も検討した
かったのであるが、今回の結果はあまりにも従来からの蓄積とは異なる
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ため、その比較自体に意味があるものなのかどうかも判断しかねるとこ
ろである。従って、パフォーマンス目標を接近要素と回避要素に分割し
た本研究の結果だけでは、その両者の特長の相違を類推することは困難
であるのではないだろうか。
　本研究における問題点として、パフォーマンス接近目標とマスタリー
目標、パフォーマンス接近目標とパフォーマンス回避目標の間に高い相
関があり、パス解析を実施するにあたって、多重共線性の可能性があっ
た可能性は否めない。また、変数ごとのα係数も低いものがあったので、
質問項目の再検討をし、モデルの適合度を上げるために共分散構造分析
などをおこなう必要性があると思われる。
　さらに、本研究でのデータで最も疑問に感じたのは、パフォーマンス
回避目標が適応的な性格をもっていたことである。田中・山内（2000）
でパフォーマンス回避目標の存在が日本の生徒においても確認されては
いるが、再度の確認が必要なものと思われる。また、本研究は質問紙に
よる調査であったので、実験場面において被験者に対して目標の操作を
する、または課題の難易度を操作するなどして、援助要請に対する態度、
援助要請行動への影響を調べ、因果の方向性も確認することがあると思
われる。
　いずれにせよ、本研究だけでは学習場面における援助要請行動を規定
する要因を完全に明らかにすることはできなかったので、今後の研究に
本研究の反省点を活かしていきたい。
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Afactor　of　help－seeking　behavior　in　learning　setting
TOKUTOMI，　Masaki
In　this　study，1earning　strategy，　especially　help－seeking　behavior　was　focused．
Leaming　goals（mastery　goal，　perfbmlance－approach　goa1　and　pe㎡formance－avoiding
goal），　leaming　strategies（working　strategy，　cognitive　strategy，　flexible　strategy　and
planning　strategy），　attitude　against　he1P－seeking　behavior（benefit　and　cost）and　help－
seeking　behavior（adaptive　he1P－seeking　behavior　and　avoidance　of　he1P－seeking
behavior）were　examined．　Correlative　pattem　of　adaptive　help－seeking　behavior　with
learning　strategies　was　diff¢rent　from　that　of　avoidance　of　help－seeking　behavior
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with　learning　strategies．　Path　analysis　was　conducted．　Mediating　benefit，　mastery
goal　was　a　positive　prediction　of　adaptive　help－seeking　behavior．　Performance－
approach　goal　was　a　posi．tive　prediction　of　avoidance　of　help－seeking　behavior　and
anegative　prediction　of　adaptive　help－seeking　behavior　with　cost　as　a　mediator．
Mediating　benefit，　perfbrmance－avoiding　goal　was　a　positive　prediction　of　adaptive
help－seeking　behavior．　And　it　was　a　negative　prediction　to　avoidance　of　help－seeking
behavior　with　cost　as　a　mediator．　These　were　discussed　comparing　with　previous
studies．
（人文科学研究科心理学専攻　博士前期課程2年）
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